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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
＜最初は、起立して自己紹介。＞

国内事業部の○○と申します。
私からは、事業概要について説明をさせていただきます。

＜状況に応じて＞
失礼ながら、着席させていただきます。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは、説明をはじめます。

「平成２９年度　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（賃貸住宅における省ＣＯ２促進モデル事業）」の概要
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本事業のあらましになります。

温室効果ガス削減に向けた我が国の約束草案に掲げた
2030年の削減目標達成のためには、家庭部門からの
CO2排出量を約４割削減しなければなりません。

しかし、住宅の新規着工件数の約４割を占める賃貸住宅では、
省CO2型の住宅の供給、市場展開が遅れています。

そこで、本補助金は、賃貸住宅市場への
低炭素性能に優れた賃貸住宅の供給促進と、
市場において低炭素価値が評価されるための
普及啓発を一体的に行い、
低炭素型賃貸住宅を選好する機運を高め、
自発的に市場全体の低炭素化を図り、
家庭部門での二酸化炭素の排出量を
大幅に抑制することを目的としています。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本補助事業は、低炭素型な賃貸住宅を新築又は改築し、
かつ当該賃貸住宅について広く一般に環境性能を表示し
周知を図る事業を補助対象とします。

その際、公募要領で定める要件を満たすことに寄与する
給湯、空調、照明設備等を導入するために要する
費用の一部を補助します。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
補助事業の要件として、賃貸住宅については、
主に以下の項目について要件が定められています。

１つ目は、住宅の要件。

２つ目が、住戸の要件。
これは環境性能について定められ、
新築の場合と改築の場合で要件が異なります。

３つ目は、表示の要件となります。

各要件については、次のスライドからご案内していきます。

なお、応募申請は、建物ごとに行ってください。

複数件の申請も可能です。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、補助対象となる賃貸住宅は、
広く一般の消費者を対象とした
民間賃貸住宅であり、
かつ専用住宅となります。

一戸建、長屋建、共同住宅は問いませんが
会社・学校等の寮･寄宿舎、
旅館、宿泊所等は、補助対象外とします。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらは、各用語の説明のスライドとなります。

のち程、ご確認ください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらも、各用語の説明のスライドとなります。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
要件にある専用住宅は、住居の目的だけに建てられた住宅で、
店舗・作業場・事務所など
業務に使用するために設備された部分がない住宅としています。

スライド左の例では、１つの共同住宅の中に６つの住戸があり、
そのうち賃貸住戸となる４住戸が補助対象となります。

右の例では、賃貸住戸兼店舗となっており、
店舗と住居が完全に独立していません。

この場合、専用住宅に該当しないため、
補助対象外となります。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
つぎに各住戸が満たすべき環境性能です。

新築の場合は、すべての賃貸住戸で
 a または、b を満たす必要があります。

a の場合は、外皮性能がエネルギー性能基準に適合し、
かつＢＥＩが0.8以下

b の場合は、外皮性能がエネルギー性能基準に適合し、
かつＢＥＩが0.9以下ですが、この場合、
ＢＥＩの算出にあたり再生可能エネルギーの
自家消費分の算入は除いてください。

なお、のちほど説明しますが、
a と b で補助率が変わります。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
新築物件で複数の住戸がある場合、
建物１棟で１つの申請としてください。
その際にすべての賃貸住戸で
環境性能の要件を満たしている必要があります。

スライド左の例では、１階～３階の全ての賃貸住戸が
環境性能を満たしているため、応募が可能です。

スライド右の例では、３階の１住戸が
ＢＥＩの要件を満たしていないため
応募できません。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
改築の場合は、申請する全ての賃貸住戸で 
a または、b を満たす必要があります。

a の場合は、改築により、ＢＥＩが0.9以下になり、
かつ、現状と比較してＢＥＩが0.1以上減少

b の場合は、改築により、ＢＥＩが1.0以下になり、
かつ、現状と比較してＢＥＩが0.1以上減少
ですが、a b共に、ＢＥＩの算出にあたり
再生可能エネルギーの自家消費分の
算入は除いてください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
改築物件で複数の住戸がある場合、
建物１棟で１つの申請としてください。

ただし、新築の場合と異なり、
すべての住戸を申請しなくても結構ですが
申請する賃貸住戸で環境性能の要件を
満たしている必要があります。

スライド左の例では、ＢＥＩが要件に達しない住戸を
申請対象から除いているため応募可能ですが

スライド右の例では、ＢＥＩが要件に達しない住戸も
申請対象に含めているため、応募できません。

必ず要件を満たす住戸だけて応募してください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
住戸の要件となるＢＥＩ（設計時の省エネルギー性能指標）は、
スライドで示しているとおり、

「設計一次エネルギー消費量」を
「基準一次エネルギー消費量」で
除算して求めますが

応募にあたっては、建築研究所の
ホームページで公開される
「エネルギー消費性能計算プログラム」を用いて算出し、
その出力結果を添付してください。

なお、外皮性能の計算については
自社システムなどを構築している場合、
その計算結果が建築研究所の提供する
ＷＥＢプログラムと同じであれば
そちらをご活用頂いても結構です。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
BEIのイメージとしては、高効率設備を導入しない場合の
「基準一次エネルギー消費量」と

各種の高効率設備を導入した場合の
「設計一次エネルギー消費量」を比較し、

どれだけ省エネになっているかを示す値となります。

つまり設備単独で求める数値ではなく、
導入される複数の設備を加味した
住戸全体の環境性能を示す値となります。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
つぎに表示の要件です。

本事業で新築・改築された賃貸住戸について、
当該賃貸住戸の環境性能を表示し、
広く一般に周知を図ることが要件となります。

まず、表示する事項は、住戸ごとに
建築物省エネルギー性能 表示制度
（ＢＥＬＳ）の評価書 を取得し
環境性能を表示してください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ＢＥＬＳの評価書の取得については、
交付決定後、賃貸住戸毎に取得し、
速やかに協会まで提出してください。

ＢＥＬＳの結果は、環境性能の根拠となりますので、
評価書が取得できない場合、
交付決定の解除もあり得ますので
十分にご注意ください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

環境性能の表示にあたっては、
当該賃貸住宅の環境性能を

広く消費者（借主）に対し
チラシやインターネット等を利用し、以下のいずれかを選択して
効果的にＰＲ（入居者募集）を行ってください。

・外部賃貸仲介サイトにてＢＥＬＳ所得物件として掲載する
・自社（手続代行者）が運営する賃貸物件検索サイトにて
　ＢＥＬＳ主取得物件として検索を可能にする。
・店舗掲示物等にＢＥＬＳ取得物件として、掲載する。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に補助対象となる設備・機器についてご案内します。

本日は時間に限りがございますので、
各設備・機器の詳細な性能基準等は
公募要領・別添をご覧ください。

対象設備は、冷暖房設備、給湯設備、
照明設備となります。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
換気設備、太陽光発電システム、太陽熱利用システム、
コージェネレーションシステムも補助対象となります。

なお、太陽光発電システムについては、
再生可能エネルギーの固定買取制度において
買取の対象となる太陽光発電 設備のほか、
いわゆる売電を行う太陽光発電設備は、
補助対象外となりますのでご注意ください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
蓄電池については、
太陽光発電システム等と一体的に構成され
用いられる機器であることが必要です。

一体的にとは、太陽光発電システム等で発電した電力を
貯蔵する目的のみで使用するといった趣旨です。

開口部は昨年度と変更があります。
本年度より、窓の大きさ（面積）は、0.2㎡以上、
ドアの大きさは（面積）　1.0㎡以上が対象となり、
それ以下は対象外となります。
応募申請の際は、お間違いのないよう、ご注意ください。

また、ここに記載する設備・機器の他にも
手元止水機能付きの水栓など
省エネ率算定において省エネに資する設備等も
補助対象と認められる場合があります。

設備・機器ではありませんが、
住戸毎のＢＥＬＳの申請・表示に係る費用も
補助対象となっています。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
補助対象経費は、これまで示した
補助対象設備の購入に要する経費や

その設備の設置に不可欠な工事に要する経費であり、
他の経費と明確に区分できる経費が対象となります。

またＢＥＬＳ評価書の取得手続きや
表示に要する経費も補助対象経費となります。

詳細は、公募要領・別添の別表第２、第３をご覧ください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
昨年度と大きく変更となった点としまして、
各住戸に設置いただく補助対象設備ごとに、
材料費と労務費の合計金額の、上限を設けております。

特に開口部は、大きさ（面積）によって
上限額が細かく設定されておりますので、
公募要領をご参照ください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらも、設備ごとの上限となっております。

材料費と労務費の合計金額を上回っての申請はできません。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
なお、補助対象経費の計上にあたっては、
以下の点について、特に注意してください。

・補助対象設備の導入・設置に
　直接係る経費としてください。

・補助対象外の経費と
　明確に区分してください。

・上限額、補助率を住戸ごとに算出するため、�　住戸ごとに補助対象経費を
　明確に区分してください。

その他の注意事項等については
公募要領をご確認ください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
先程示した環境性能要件と補助率等の関係の表になります。

要件のａを満たす場合は
補助率１/２で、上限額は１戸あたり６０万円。

要件のｂを満たす場合は
補助率１/３で上限額は１戸あたり３０万円となります。

なお、予算は、a、bで分けておりません。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここからは、本補助事業に応募できる方について説明いたします。

新築又は改築する賃貸住宅の所有者のうち、
日本国内で事業を営む、
以下のいずれかの方が対象となります。

①民間企業
②個人事業主
③一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人
④その他環境大臣の承認を経て協会が認める者

土地と建物の所有者が違う場合も申請できますが、
必ず賃貸 住宅の所有者が申請してください。

また、所有者が共同名義の場合は、持ち分が多い方を申請者とし、
その他の方を共同申請者としてください。

なお、補助事業完了後、登記簿を提出して頂きます。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に　イ　として、補助事業の要件を満たす設備を、
前述の「ア」の方にファイナンスリースにより
提供する契約を行う民間企業の方も対象になります。

その場合の応募は、
ファイナンスリース事業者を申請者とし、
賃貸住宅の所有者を共同申請者とします。

また、この場合はリース料から
補助金相当分が減額されていること

及び法定耐用年数期間を満了するまで
継続して補助事業により導入した設備等を
使用する契約内容である事を
証明できる書類の提示を条件とします。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本補助事業は、ＢＥＩの算出やＢＥＬＳの申請など
専門的な知識等が必要となるため
専門知識を持たない方にとっては応募が難しいものと考えられます。

そこで、本補助事業では、
建築物省エネ法に関する知識を有する者による
申請手続の代行も可能としております。

その場合は、協会からの問合せ、依頼等のすべてについて
手続代行者に対応いただきます。

また採択後、同一法人又は同一のグループ企業が
複数の手続代行者となる場合は、
法人グループにおいて協会との統括的な窓口となる
担当者（取りまとめ役）を設置していただきます。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
協会では、環境性能（ＢＥＩ）の計算方法等に係る質問については、
お答えしかねますので、
必要な場合は必ず手続代行を行ってください。

手続代行者には、採択後の交付申請から事業完了
及び事業完了後の事業報告まで対応いただきます。

ただし、採択通知、交付決定通知等の
正式な通知書面は申請者にお送りします。
なお、応募申請後に手続代行者を変更することは原則認めません。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本補助事業は、ＢＥＩの算出やＢＥＬＳの申請など
専門的な知識等が必要となるため
専門知識を持たない方にとっては応募が難しいものと考えられます。

そこで、本補助事業では、
建築物省エネ法に関する知識を有する者による
申請手続の代行も可能としております。

その場合は、協会からの問合せ、依頼等のすべてについて
手続代行者に対応いただきます。

また採択後、同一法人又は同一のグループ企業が
複数の手続代行者となる場合は、
法人グループにおいて協会との統括的な窓口となる
担当者（取りまとめ役）を設置していただきます。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
取りまとめ役の役割についてご説明します。

補助事業の各種規程の理解及び社内共有。

2. 社内の補助事業の把握（事業番号、推進部署、営業担当者等）。

3. 協会との連絡の窓口。

4. 補助事業の各種規程、手引き等に関する
　社内における問い合わせに対する一次対応
　（個別案件は現場担当者から協会にメール問合せ可）。

5. 協会への提出資料（交付申請書、完了実績報告書等）について、
　事前に作成方法や注意点を支社（各拠点）の
　申請責任者と申請担当者に周知徹底すること。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

6. 社内共通の指摘事項については、
　繰り返し同じ指摘が発生 しないよう、
　積極的な取りまとめと社内徹底を図る。

7. 補助事業の推進、協会からの指示・依頼への対応が
　円滑に 行われない場合の社内における状況把握と
　現場担当者へのフォロー。

8. 補助事業完了後の義務事項（事業報告等）についての、
　現場 へのフォロー。

（注） 6、7の項目を行うため、
　現場担当者と協会の間のメールの送受信は、
　重要又は共通的な内容
　（納期・金額・押印・共通的な質問に対する回答等）
　と協会が判断するものについて CCにて取りまとめ役に
　すべて共有を行う。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
補助事業の事業期間は、原則として単年度とします。

事業開始は、補助対象経費に係る契約の締結や
発注を行った時点となります。

例えば、申請者が賃貸住宅のオーナーで、
住宅メーカーと一括して契約を行う場合は
オーナーと住宅メーカーが請負契約を締結した日が
事業開始日になります。

交付決定以前に契約した経費は
補助対象外となりますのでご注意ください。

また、事業の完了期限は、平成３０年１月末日とし
事業完了は補助対象設備の支払、引渡しをもって事業の完了とします。

なお、事業の開始、完了を証明できる根拠資料を
完了実績報告時に提出してください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
補助事業が採択された場合の
スケジュールの例を図で示します。

こちらのケース1は、交付決定日以降に、建物の本体契約に、
補助対象設備を含む場合のスケジュールとなっております。

ケース2では、平成29年4月以降に本体契約を既に完了しており、
補助対象設備の契約を、交付決定後に行う場合のスケジュールです。

補助事業の完了日はケース1、2とも、平成30年1月末までとなります。
また、建物本体の引渡は、平成30年2月末までに完了させてください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に事業報告書の提出についてのご案内です。

本補助事業は、事業完了後、
当該補助事業による過去１年間
（補助事業の完了した日の属する年度については、
補助事業の完了日からその年度の３月末までの期間）
の事業の効果等について

事業報告書を環境大臣に提出しなければなりません。

提出が必要な期間は、
補助事業の完了した日から
その年度の３月末までの期間、
及びその後の３年間の期間となります。

毎年度の提出期限は、
年度終了後３０日以内です。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらは、事業報告書の
提出スケジュールを示した図になります。

事業実施年度である本年度は、
平成３０年４月３０日までに事業報告書を
環境大臣に提出してください。

以降の年度は、それぞれ、
平成３１年４月３０日、
平成３２年４月３０日、
平成３３年４月３０日までに
事業報告書を環境大臣に提出してください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
事業報告書で報告する事業の効果は、

賃貸住宅の環境性能を、
広く消費者（借主）に対して�チラシやインターネット等を利用して
効果的にＰＲ（入居者募集）した方法と

賃貸入居後の電力、ガス等の
エネルギー使用量になります。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
事業スケジュールについて、
提出書類等に注目して作成した図になります。

直近のスケジュールとしましては、本日の公募説明会ののち、
応募申請書類の提出期限が7月19日までとなっております。

その後、協会において申請書の審査を行い
６月下旬を目途として、申請者へ採択・不採択通知をお送りします。

採択された方は、速やかに交付申請書を作成・提出してください。

協会において交付申請書の審査が完了次第、交付決定通知をお送りします。

交付決定後、速やかにＢＥＬＳ評価書を取得し
１２月下旬までに評価書のコピーを協会に提出してください。

交付決定後、順次事業を開始し、
平成３０年１月末までに事業を完了してください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続いて、補助事業の選定について説明します。

本補助事業は、広く一般公募を行い、
補助事業者を選定します。
審査方法は、協会における要件確認審査と
審査委員会で承認された審査基準に基づく審査を実施します。

まず、協会による要件確認審査では以下について確認を行います。
・公募要領や交付規程に定める各要件を満たしていること。　　�・必要な書類が添付されていること。�・書類に必要な内容が事実通り、根拠に基づき記載されていること。�・事業を確実に実施できる体制、経理的基礎を有すること
　又は事業実施のために必要な資金調達に係る確実な計画を有していること。

次に、審査委員会で認められた審査基準に基づく審査では
・一次エネルギー消費量の削減率に関する指標（ＢＥＩ）
・二酸化炭素削減に係る費用対効果（イニシャルコスト）
・二酸化炭素排出削減量
また、ＣＬＴ（直交集成板）工法を用いている事業については、審査時に考慮します。

なお、審査・選定は先着順ではございません。
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注意事項としては

応募申請書が採択された場合であっても、
応募申請書類に記載された経費について、
補助金の交付を確約するものではありません。

補助金の交付額は、事業完了後に提出される
完了実績報告書等の内容を踏まえて確定します。

補助金の交付後も、
虚偽や不正、重大な誤り等が明らかになった場合は、
補助金の返還を求めることがあります。
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ここからは、応募申請書類についてご案内致します。

提出して頂く書類は、パワーポイントに記載した
ア～セの資料を紙媒体で1部、ご提出ください。

なお、コは自由様式ですが、平易な表現を用い、
どの資料のどこの項目に関係する資料か
明らかであるように作成するなど
第三者が申請書を読んだ際に、
その内容が理解できるように作成してください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
書類の綴じ方は、
ファイリング、ホチキス止め等はせず、
２つ穴の紐とじとしてください。

また、イラストのように、あい紙にインデックスを付け、
「【様式１】」「応募申請書」などと資料名を記入してください。
�インデックスは書類に直接貼らないでください。
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また、応募申請書類の電子データを保存した
ＣＤ-ＲまたはＤＶＤ-Ｒ１部を併せて提出してください。

保存する電子データは、
ア～コの資料のみで結構です。

なお、様式１、別紙２、別紙３については、
必ず協会のホームページの電子ファイルを
ダウンロードして作成するようお願いします。

ＣＤ-Ｒ／ＤＶＤ-Ｒには、
必ず応募事業者名を記載するとともに、
電子ファイルが紙媒体と同じ順番で並ぶような
ファイル名で保存してください。
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プレゼンテーションのノート
応募申請書類の提出期限は、
平成２９年５月３１日（水）の１７時必着となります。

提出先は記載の通りです。

提出方法は、原則、郵送に限ります。

書留郵便等の配達記録が残る方法で
提出してください。
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プレゼンテーションのノート
応募申請書類の提出時に
ご注意頂きたい点としては、

提出書類は、折り曲げず封書に入れ、
宛名面に、「応募事業者名」、
「平成２９年度賃貸住宅における
省ＣＯ２促進モデル事業　応募書類」
及び、「新築」または「改築」を
朱書きで明記して下さい。

複数案件の応募を行う場合は、
案件毎に封筒に封入し、建物名を記載するなど
別案件であることがわかるような朱書きとしてください。

受付期間以降に協会に到着した書類のうち、
遅延が協会の事情に起因しない場合は、
いかなる理由があっても応募を受け付けません。

十分な余裕をもって応募してください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
封筒の記載例になります。

１つの封筒につき
１案件として処理しますので
応募案件ごとに
封筒を分けてください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
補助事業に関する問い合わせは、
原則、協会ホームページからの
電子メールに限ります。

問合せ期間は、
平成２９年５月１９日（金）までとなります。

mailto:chintai29@lcspa.jp
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